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§ 本コンテンツは印刷不可、無断転載禁⽌です。 
 

§ 本コンテンツの AI 技術などへの活⽤は、著作権法（30 条の 4、47 条の 5
など）の定める範囲においてのみ認められます。第三者への提供を伴う場
合など、上記範囲を超えうる利⽤においては、意図せず著作権侵害を含む
トラブルを引き起こす可能性がありますので、本会宛にご⼀報ください。 
理学療法ガイドライン第 2 版参考 https://www.jspt.or.jp/guideline/2nd/  
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『⼥性尿失禁理学療法ガイドライン』の発刊にあたって 
 

このたび、⼀般社団法⼈⽇本ウィメンズヘルス・メンズヘルス理学療法学会
として初となる『⼥性尿失禁理学療法ガイドライン』を発刊する運びとなりま
した。 
 ⼥性の尿失禁は、単なる排泄機能の低下に留まらず、⾝体的・⼼理的・社会
的活動の制限を惹起し、健康関連 QOL（quality of life）を著しく阻害する症状
です。本邦の疫学調査においても、腹圧性尿失禁は 30 代以降の⼥性の約 4 ⼈
に 1 ⼈に認められるなど、極めて有症率が⾼く、加齢に伴う重症化のリスクも
指摘されています。 
 近年、尿失禁に対する保存療法の重要性は国内外で広く認識されており、な
かでも⾻盤底筋トレーニングは、国際的にも第⼀選択として確⽴されています。
しかしながら、本邦における当該領域の理学療法ガイドラインは未だ整備の途
上にありました。これを受け、本学会では臨床における意思決定の根拠となる
標準的指標を明⽰すべく、最新の科学的知⾒に基づいた本ガイドラインの構築
を推進してまいりました。 
 本ガイドラインの策定にあたっては、公益財団法⼈⽇本医療機能評価機構
EBM普及推進事業（Minds）の標準的⼿法に準拠した厳格なシステマティック
レビューを実施いたしました。また、理学療法⼠のみならず、泌尿器科専⾨医、
看護師、作業療法⼠といった多職種による外部評価を仰ぎ、多⾓的な視点から
その妥当性と臨床的有⽤性を検証しております。 
 本ガイドラインが、科学的根拠に基づく理学療法の臨床実践における標準的
な指針となり、対象者個別の病態やニーズに即した意思決定の⼀助となること
を切に願います。尿失禁に対する質の⾼い介⼊の普及を通じて、国⺠の健康寿
命の延伸及びすべての⼥性の QOL維持・向上に寄与できれば幸いです。 
 最後になりましたが、本ガイドラインの策定にあたり多⼤なご尽⼒をいただ
きました平元奈津⼦委員⻑、⼤内みふか委員、櫻井好美委員をはじめ、関係の
皆様に深く感謝申し上げます。 
 
2026 年 3 ⽉ 

⼀般社団法⼈⽇本ウィメンズヘルス・メンズヘルス理学療法学会 
理事⻑ 森 明⼦ 
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【序⽂】 
⼥性における尿失禁は、⾝体的・⼼理的・社会的側⾯に影響を及ぼす症状で

あり、その改善は⼥性の健康及び⽣活の質（quality of life：QOL）を⾼める上
で極めて重要な課題です。出産、加齢、ホルモンバランスの変化、⽣活習慣な
ど複数の因⼦が複雑に関与する特性を有することから、適切な評価と個別性を
考慮した介⼊が求められます。近年、本邦においても⾮薬物的・⾮侵襲的な介
⼊として⾻盤底筋トレーニングが注⽬されており、安全性が⾼く、対象者⾃⾝
が継続可能な治療として、⼥性尿失禁に対する第⼀選択としての普及が期待さ
れています。 

⼀⽅、臨床現場では、トレーニング⽅法や指導内容、負荷設定、評価⽅法な
どに関する標準化が⼗分とはいえず、介⼊の質にばらつきが⽣じていることも
指摘されています。特に、正確な⾻盤底筋群の収縮を習得するためには専⾨職
による適切な指導が不可⽋であり、あわせて対象者が継続的に取り組むための
⽀援体制の整備も重要です。このような背景から、安全かつ効果的な介⼊を提
供するための指針が求められてきました。 

本ガイドラインは、尿失禁を有する⼥性に対して保存的治療として⾻盤底筋
トレーニングを実施する際の、最新のエビデンスに基づく標準的指針を提⽰す
ることを⽬的として策定されました。公益財団法⼈⽇本医療機能評価機構
（Minds）の診療ガイドライン作成⼿法に準拠し、透明性と再現性を重視して
作成されています。本事業は、⼀般社団法⼈⽇本理学療法学会連合によるガイ
ドライン作成補助⾦の⽀援を受け、2022 年度の企画検討開始以降、段階的な準
備と検討を経て実施されました。 
今後、⼥性尿失禁に対する理学療法の分野は、新たな研究成果の蓄積ととも

にさらなる発展が⾒込まれます。本ガイドラインが、現時点における最善の知
⾒を体系的に整理した指針として、臨床実践、教育、研究の各場⾯で活⽤され、
将来的な改訂や発展につながることを願っております。 
最後に、本ガイドラインの策定にあたり、多⼤なご尽⼒をいただいたガイド

ライン作成グループ、システマティックレビューチーム及び協⼒員、ならびに
外部評価委員の皆様に、深く感謝申し上げます。 

 
2026 年 3 ⽉ 

⼀般社団法⼈⽇本ウィメンズヘルス・メンズヘルス理学療法学会 
ガイドライン作成ワーキンググループ 

委員⻑ 平元奈津⼦ 
委員  ⼤内みふか、櫻井好美 
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【策定にあたって】 
 
1. ⽬的 

『⼥性尿失禁理学療法ガイドライン』（以下、本ガイドライン）の⽬的は、
医師や看護師、理学療法⼠、作業療法⼠などの医療従事者と患者が、臨床の
場で⼥性の尿失禁に対する⾻盤底筋トレーニング（pelvic floor muscle 
training: PFMT）について適切な判断を⾏えるよう⽀援することであり、本
ガイドラインは、システマティックレビューを実施し、体系的な⼿法に基づ
いてまとめた。 

 本ガイドラインでは、臨床現場で実施可能な理学療法の選択肢を、重要な
臨床課題（clinical question：CQ）として提⽰している。また、幅広く収集
された⽂献を対象としたシステマティックレビューに基づく推奨で構成さ
れている。さらに、本ガイドラインの外部評価委員会には、医師や看護師、
作業療法⼠が参加し、多⾓的な視点が反映されるように配慮した。 

 本ガイドラインの活⽤により、理学療法の根拠が明確になり、医療従事者
と患者の双⽅の視点から、安全かつ効果的な治療が提供され、患者の⽣活の
質（quality of life：QOL）向上が期待される。 

 
2. 対象 

 本ガイドラインの利⽤は、医師や看護師、理学療法⼠、作業療法⼠などを
含めたすべての医療、介護、福祉に従事する者及び患者やその家族が対象で
ある。また、本ガイドラインにおける患者とは、成⼈⼥性の尿失禁（腹圧性
尿失禁、切迫性尿失禁、混合性尿失禁）を有する者である。 
 
 

3. 担当組織とガイドライン策定⼿順 
3.1 担当組織 
 「⼥性尿失禁理学療法ガイドライン」は、公益財団法⼈⽇本医療機能評価
機構 EBM 普及推進事業（Minds）のガイドライン作成⽅法を参考にして作
成された。ガイドライン策定組織の編成については、⼀般社団法⼈⽇本理学
療法学会連合ガイドライン部会と、⼀般社団法⼈⽇本ウィメンズヘルス・メ
ンズヘルス理学療法学会（以下、本学会）が連携し、本学会内に、ガイドラ
イン作成ワーキンググループ（以下、ワーキンググループ）を設置した（図
1）。ワーキンググループには、ガイドライン統括委員会 3名、ガイドライ
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ン作成事務局 1名、ガイドライン作成グループ 3名、システマティックレビ
ューチーム 2名、外部評価委員会 4名、ガイドライン作成協⼒員（システマ
ティックレビュー）19 名より編成された。外部評価委員会は、本領域に造詣
の深い泌尿器科専⾨医 2名、看護師 1名、作業療法⼠ 1名に委嘱した。外部
評価委員以外の構成員は、全て本学会会員である。 
 

3.2 推奨作成までの⼿順と⽅法 
 ガイドライン統括委員会の 3 名は担当領域における重要臨床課題に基づ
き、CQ を⽴案した。これらすべての CQ案について、本学会のホームペー
ジを利⽤してパブリックコメントを募集した。 

 
図 1 本ガイドライン作成過程と担当組織 
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3.3 Clinical question (CQ)の設定 
 ガイドライン統括委員会が、本領域における重要臨床課題に基づき、CQ
を⽴案した。CQ案について、本学会のウェブサイトを利⽤してパブリック
コメントを募集し、集められた意⾒を反映させた。 

 
3.4 システマティックレビュー（⽂献検索及び 1・2次スクリーニング） 
 すでに同⼀ CQ に対応するシステマティックレビューが出版されている
ため、Minds診療ガイドライン作成マニュアル 2020 ver.3.0 に従い、既存の
システマティックレビューを基盤として、追加検索による更新型システマテ
ィックレビュー（update SR）を実施した。2018年の Dumoulin C, et al.に
よるコクランレビューでは、⼥性における尿失禁に対する PFMT の効果が
検証されている。本ガイドラインでは、当該レビューで⽤いられた検索概念
及び検索語の枠組みを踏襲しつつ、データベース検索は 2025 年 7 ⽉までの
⽂献を対象として実施した。また、関連論⽂の参考⽂献リストを⽤いたハン
ドサーチを⾏い、その過程で 2025 年 12 ⽉に発表された論⽂を追加した。 
 
 ⼀⽅、先⾏研究で使⽤されていたデータベースである「MEDLINE on 
Ovid.SP」は本ガイドライン作成では利⽤できなかったため、本システマテ
ィックレビューでは本項に記載したデータベースを⽤いた。データベースの
相違により既存の検索式をそのまま適⽤することはできなかったため、先⾏
研究の検索式から主要な検索語を抽出し、PubMed などの本ガイドラインで
使⽤するデータベースに適合する検索式として再構築した。この⼿順につい
ては、公益財団法⼈⽇本医療機能評価機構の EBM医療情報部・診療ガイド
ライン作成⽀援総合相談窓⼝に確認済みである（2025 年 6 ⽉ 30 ⽇付）。 
 
 英語⽂献及び⽇本語⽂献を対象に網羅的に検索した。パイロットスクリー
ニングを実施し、ガイドライン作成協⼒員（システマティックレビュー）19
名間で判断基準のすり合わせを⾏った。⼀次スクリーニングは論⽂タイトル
及び抄録に基づき、各⽂献につきガイドライン作成協⼒員（システマティッ
クレビュー）2 名が独⽴して実施した。1 次スクリーニングで抽出された論
⽂について全⽂を精査する 2次スクリーニングを⾏い、最終的に本システマ
ティックレビューに含める⽂献を確定した。いずれの段階も 2名の査読者が
独⽴して評価し、不⼀致が⽣じた場合は、事前に定義した適格基準に基づき
第三の査読者が判定し最終決定とした。 
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3.5 エビデンス評価と統合 
 採⽤した⽂献については、システマティックレビューチーム 2名により定
性的な評価を実施した。CQ のアウトカムにおいて、バイアスリスク、⼀貫
性の⽋如、不精確性、⾮直接性、その他の出版バイアス、⼤きな効果の有無、
⽤量-反応関係、交絡因⼦による過⼩評価の 8 つの要素を評価し、これらの
結果を総合してエビデンスの確実性（強さ）を判断した。 

 
3.6 推奨作成 
 推奨を作成するにあたっては、まず推奨案の草案が「エビデンスの確実性」、
「利益と害のバランス」、「患者の価値観や希望」の 3つの観点から総合的に
検討された。作成された推奨案やエビデンス総体の評価資料を基に、当該領
域の専⾨家で構成されるパネル会議が開催され、⼗分な議論を⾏った上で、
全会⼀致⽅式にて、最終的な推奨が決定された。なお、患者の価値観や希望
は、尿失禁に関する⽂献レビューより、症状やQOL質問票などのアウトカ
ムより抽出した。 

  
3.7 外部評価 
 外部評価では、本ガイドライン草案に対して、外部評価委員会から⾃由な
形式での記述的な評価を受けた。記述的な⽅法で外部評価を実施することで、
標準化されない多様な観点から意⾒を得た。評価内容は、AGREE Reporting 
Checklist 2016(Brouwers, et al. 2016)を参考とした。 

 
 

4. ガイドラインの活⽤⽅法 
 本ガイドラインは、⼥性の尿失禁に対してどのような理学療法が推奨さ
れるのかという臨床上の疑問を CQ として設定し、PICO／PECO 形式に
基づく⽂献検索及びシステマティックレビューを経て、推奨⽂として整理
したものである。臨床現場において、対象となる患者に適した理学療法を
検討する際の意思決定⽀援を⽬的としている。 
 
 本ガイドラインはエビデンスに基づき推奨度を⽰しているが、特定の治
療を⼀律に実施することを求めるものではない。理学療法の選択にあたっ
ては、ガイドラインの活⽤とともに、患者が意思決定に参加する shared 
decision making（共有意思決定/共同意思決定）を⾏うことが基本である。 
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 本ガイドラインでは、各 Clinical Question（CQ）を明確化するため、
PICO（Patient／Intervention／Comparison／Outcome）または PECO
（Patient／Exposure／Comparison／Outcome）の枠組みに基づき構造化
を⾏った。本ガイドラインにおける主要 CQ は介⼊効果の検証を⽬的とし
ているため、主として PICO形式を⽤いた。臨床でガイドラインを活⽤す
る際には、まず対象とする患者についての臨床疑問を PICO／PECO形式
で整理する。ガイドラインに⽰された CQ は、「患者（P）」「理学療法（I
／E）」「⽐較（C）」「アウトカム（O）」の観点から検討されている。
実臨床では、PICO／PECO が完全に⼀致する推奨⽂が⾒つからない場合
も多いため、患者像を過度に限定せず、年齢や治療時期などの条件を適切
に調整し、より汎⽤的に捉えることが重要である。介⼊についても、個別
⼿技ではなく治療カテゴリーとして考えることで、該当する推奨を⾒つけ
やすくなる。 
 
 推奨度は、「強い推奨」「条件付き推奨」などに区分され、推奨の強さ
とエビデンスの確実性が⽰されている。推奨⽂は⽂末表現を中⼼に解釈し、
「条件付き推奨」の場合には、どのような条件下で適⽤されるのかを確認
する必要がある。推奨度はガイドライン作成グループによるパネル会議に
おいて、合意形成を踏まえて決定されており、その意⾒分布も参考情報と
して活⽤できる。 
 
 また、ガイドラインには推奨⽂に加えて、その判断の根拠となったエビ
デンスや、患者における益と害のバランスについても記載されている。理
学療法の説明や意思決定の場⾯では、期待される効果だけでなく、不利益
の可能性についても適切に提⽰することが求められる。 
 
 ガイドラインは、すべての患者に必ず適⽤すべきものではない。臨床環
境、利⽤可能な資源、理学療法⼠をはじめとする専⾨家の技術、患者の価
値観や希望、コスト⾯などを総合的に考慮し、個別性を踏まえた意思決定
を⾏うことが重要である。また、ガイドラインの促進要因として、PFMT
は特別な設備を必要とせず導⼊が容易である点が挙げられる。阻害要因と
して、専⾨的指導者の不⾜、評価⽅法の標準化の未整備、時間的制約など
が想定される。ただし、施設の体制・運⽤により実施可能性や費⽤負担が
異なり得る。 
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 ⼀般的に PFMT は⾼額な設備を必要としない⼀⽅、⼀定の時間を要す
る。ただ、診療報酬上の算定要件や保険適⽤上の取り扱いが⼀律ではない
ため、現時点で⼗分な経済評価は限定的である。 
 
 

5. 作成資⾦ 
 本ガイドラインは、⼀般社団法⼈⽇本理学療法学会連合によるガイドライ
ン作成補助⾦の助成を受け、本学会により作成され、その他の団体・企業な
どからの経済的⽀援は⼀切受けていない。 

 
 

6. 利益相反（conflict of interest：COI） 
 本ガイドラインは本学会に設置されたワーキンググループが作成した。本
ガイドライン作成にかかわるすべての経費は⼀般社団法⼈⽇本理学療法学
会連合のガイドライン作成補助⾦より⽀出された。予算の名称及び年度ごと
の⽀出額は表 1 のとおりである。他の企業、団体からの資⾦提供や援助は受
けておらず、利益相反はない。 
 
 本ガイドラインの作成にあたり、ガイドライン統括委員会、ガイドライン
作成事務局、ガイドライン作成グループ、システマティックレビューチーム、
外部評価委員会、ガイドライン作成協⼒員（システマティックレビュー）よ
り、所定の対象期間における利益相反（COI）の申告を受けた。申告内容は、
Minds 診療ガイドライン作成マニュアル及び理学療法ガイドライン第 2 版
（⼀般社団法⼈⽇本理学療法学会連合利益相反の開⽰に関する基準、
https://www.jspt.or.jp/shinsa/coi/）を参考にした利益相反管理基準に基づ
き、確認し、適切に管理した。なお、利益相反（COI）の申告の事項と条件
と利益相反（COI）⾃⼰申告開⽰内容は、p.12-13 を参照されたい。 
 
 企業などからの講演料、研究費などが基準額を超過した委員については、
推奨作成の公正性及び透明性を確保するため、CQ における推奨強度決定及
び推奨⽂採決への不参加、最終合意形成からの除外、座⻑・責任者などの意
思決定に⼤きく関与する役割が制限された。 
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 表 1 ガイドライン作成事業費 
年度 ⽀出額 
2024 年度 60,000円 
2025 年度 60,000円 

 
 

7. エビデンスの強さの分類と推奨グレードの決定 
 本ガイドラインでは、エビデンス総体の結果に基づきエビデンスの強さ
（質：quality of evidence）を評価し、その上で益と害のバランスなどを考慮
した推奨の強さ（strength of recommendation）を⽰している。本ガイドライ
ンのエビデンスの強さ、推奨の強さの決定はMinds診療ガイドライン作成マ
ニュアル 2020 ver.3.0 に基づいて⾏った。 
 エビデンス総体とは、CQ に対するシステマティックレビューで収集した
すべての研究報告を介⼊/要因曝露の組み合わせ、アウトカム、研究デザイン
ごとに評価し、その結果をまとめたものであり、エビデンス総体に基づき、
エビデンスの強さを、A〜Dに分類して⽰した（表 2）。 
 
表 2 エビデンスの強さの分類 

A 強い 効果の推定値が推奨を指⽰する適切さに強い確信がある 

B 中程度 効果の推定値が推奨を指⽰する適切さに中程度の確信がある 

C 弱い 効果の推定値が推奨を指⽰する適切さに対する確信は限定的である 

D ⾮常に弱い/とても弱い 効果の推定値が推奨を指⽰する適切さにはほとんど確信できない 

 
 

8. 推奨グレードの決定 
 本ガイドラインにおける推奨は、①上記のエビデンスの強さ、②臨床的知
⾒を踏まえ、介⼊により期待される利益と不利益（害、実施に伴う負担など）
のバランス、③患者及び家族の価値観や希望などの要因を考慮し、総合的に
判断した。推奨の強さは、「強い推奨」及び「弱い推奨」に⼤別し、その判断
結果を表 3 に⽰している。推奨⽂の表現は、「強く推奨する」「弱く推奨す
る」「条件付きで推奨する」「推奨しない」の 4区分とした。 
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表 3 推奨グレードの強さ 

強い推奨 
推奨した介⼊によって得られる利益が、介⼊によって⽣じうる害や負担を 
明らかに上回る（あるいは下回る）と考えられる 

弱い推奨 
推奨した介⼊によって得られる利益の⼤きさは不確実である 
または、介⼊によって⽣じうる害や負担と拮抗していると考えられる 

 
 
9. 改訂の⼿続き 

 本ガイドラインは、最新の科学的知⾒を反映するため定期的に改訂する。
改訂は原則として発⾏後 5 年を⽬安とし、重要な新規エビデンスや臨床上の
変更が⽣じた場合には適宜⾒直す。改訂は作成委員会が⽂献の再評価などを
⾏い、合意のもと決定する。 

 
 

10. ガイドラインの適⽤や普及 
 本ガイドラインの導⼊及び推奨実施状況について、活⽤状況の調査を⾏う。
あわせて、公開後のパブリックコメントで得られた意⾒を踏まえ、必要に応
じて⾒直し及び改訂を検討する。 
 
 

参考⽂献 
理学療法ガイドライン第 2 版(Web版). ⼀般社団法⼈⽇本理学療法学会連合 
https://www.jspt.or.jp/guideline/2nd/（閲覧⽇：2026 年 1 ⽉ 20 ⽇） 
 
Minds診療ガイドライン作成マニュアル 2020 Ver.3.0.  
https://minds.jcqhc.or.jp/docs/methods/cpg-development/minds-
manual/pdf/all_manual_.pdf. （閲覧⽇：2026 年 1 ⽉ 20 ⽇） 
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利益相反（COI）の申告の事項と条件 
① 臨床研究に関連する企業・法⼈組織や営利を⽬的とした団体（以下、企業・
組織や団体という）の役員、顧問職については、１つの企業・組織や団体
からの報酬額が年間 100万円以上とする。 

② 株式の保有については、１企業あたり 1 年間の株式による利益（配当、売
却益の総和）が 100万円以上の場合、あるいは当該全株式の 5％以上を所
有する場合とする。 

③ 企業・組織や団体からの特許権使⽤料については、１つの権利使⽤料が年
間 100万円以上とする。 

④ 企業・組織や団体から、会議の出席（発表）等、研究者を拘束した時間・
労⼒に対して⽀払われた⽇当（講演料など）については、１つの企業・組
織や団体の総額が年間 50万円以上とする。 

⑤ 企業・組織や団体からパンフレットなどの執筆に対して⽀払われた原稿料
（印税含む）については、１つの企業・組織や団体の総額が年間 50万円
以上とする。 

⑥ 企業・組織や団体から提供される研究費については、１つの企業・組織や
団体から臨床研究（受託研究費、共同研究費など）に対して⽀払われた総
額が年間 200万円以上とする。 

⑦ 企業・組織や団体から提供される奨学（奨励）寄付⾦については、１つの
企業・組織や団体から、申告者個⼈または申告者が所属する部局（講座・
分野）あるいは研究室の代表者に⽀払われた総額が年間 200 万円以上の
場合とする。 

⑧ 企業・組織や団体から提供される寄付講座に申告者らが所属している場
合とする。 

⑨ その他、研究とは直接無関係な旅⾏、贈答品などの提供については、１つ
の企業・組織や団体から受けた総額が年間 5万円以上とする。 
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利益相反（COI）⾃⼰申告開⽰ 
※⽒名は五⼗⾳順に記載しています。 
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第 1章 
 
n Clinical question 

⼥性の尿失禁に対する⾻盤底筋トレーニング（pelvic floor muscle 
training: PFMT）は有⽤か？ 

 
n 推奨 

尿失禁を有する⼥性に対して、PFMTを⾏うことを条件付きで推奨する。 
 
n PICO（本ガイドラインで採⽤する定義） 

P（対象） 成⼈⼥性の尿失禁（腹圧性尿失禁、切迫性尿失禁、混合性尿失禁） 
年代：18 歳以上の成⼈⼥性を対象とし、⾼齢⼥性を含む 
除外：産後尿失禁（postpartum urinary incontinence） 

I（介⼊） PFMT 
- Knack（ナック）を含む広義 PFMT 
 咳・くしゃみ・持ち上げ動作など腹圧が上昇する直前及び動作中  
 に、意図的に⾻盤底筋群を素早く収縮させて⽀持・尿失禁を予防 
 する機能的な収縮法である。 
- 反復収縮・持続収縮・協調スキル・姿勢コントロールなど 

C（⽐較） 無治療（no intervention） 
標準的保存的治療（usual care：⽣活指導、⼀般的助⾔） 
※PFMT を含まない 

O（アウトカム） 主要アウトカム： 
症状消失（cure）、症状改善（improvement） 

 
n エビデンスの強さ：B（中等度） 

 
n 推奨グレードの強さ：条件付き推奨 
 
n 推奨の条件：あり 

§ PFMTは、腹圧性尿失禁を有する⼥性において無治療と⽐較し、症状の
消失・改善に対して中等度以上のエビデンスが⽰されている。 

§ ⼀⽅、混合性尿失禁及び切迫性尿失禁に関する研究は限られており、 
これらに対するエビデンスの確実性は低い。 

 
 



 15 

n 背景 
 尿失禁とは蓄尿相中に経験する不随意な尿もれと定義され、労作時やくし
ゃみ、咳の際に不随意に尿が漏れるという愁訴である腹圧性尿失禁（stress 
urinary incontinence：SUI）、尿意切迫感に伴って不随意に尿が漏れるという
愁訴である切迫性尿失禁（urgency urinary incontinence：UUI）、腹圧性及び
切迫性尿失禁の双⽅があるという愁訴である混合性尿失禁（mixed urinary 
incontinence：MUI）がある[1]。尿失禁は男性より⼥性に多いことが知られ
ており、その主な理由は、尿道、肛⾨、腟の 3 つの開⼝部があり解剖学的な
弱点があること、また妊娠や出産により⾻盤底周囲の筋、結合組織などが脆
弱化すること、肥満、エストロゲンの低下などである。2000 年の Hannestad, 
et al.からの報告では、尿失禁のタイプの内訳について SUI が約半数を占め、
UUI が約 11％、MUI が約 36％と報告している[2]。また、本邦では 2024 年
に下部尿路症状に関する⼤規模疫学調査[3]（男性 3,122 名、⼥性 3,088 名、
計 6,210 名）が報告がされている。SUI の有症率は男性で約 7〜14％程度で
推移するのに対し、⼥性では加齢とともに増加し 30〜40％台に達した。UUI
の有症率も⾼齢期では⼥性が男性を上回り、特に⼥性では 30 代から 60 代に
かけて有症率が 2 倍以上に増加した。以上より尿失禁は多くの⼥性が抱え、
加齢とともに症状が重症化し、その症状は QOL に⽀障をきたすものであり、
医療的な対応が不可⽋である。 
 PFMT とは、⾻盤底筋群の筋⼒、持久⼒、瞬発⼒、弛緩能⼒、あるいはこ
れらの協調運動を向上させるための運動[4]と定義される。本邦のガイドライ
ンにおいて、「⾻盤底筋トレーニング」は、⾻盤底筋訓練と記載される場合が
ある。これらはいずれも pelvic floor muscle training（PFMT）/exercise の⽇
本語訳であり、同義と考える。 
 理学療法としては PFMT のほか、⽣活指導、膀胱訓練などの PFMT 以外
の⾏動療法が含まれることがあり、患者の状態や希望に応じて選択及び併⽤
を検討する。また、PFMT の治療における位置づけや他の治療選択肢につい
ては、「⼥性下部尿路症状診療ガイドライン第 2 版」（無料ダウンロード可）
のアルゴリズム（p.2‒4）を参照されたい。 
 ⼥性における尿失禁治療の保存療法の中でも、PFMT は重要な治療の⼀つ
として位置づけられており、国内外から多くの論⽂が報告されている。⼀⽅、
どのような治療プログラムが尿失禁の軽減及び QOL 向上に効果的かについ
て、⽇本語データベースを含めたガイドラインはなく、本邦における⼥性の
尿失禁に対するPFMTに特化したガイドライン作成が喫緊の課題であると考
える。 
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n 現状と本ガイドライン作成の経緯 
 本ガイドラインでは、Minds診療ガイドライン作成マニュアル 2020 ver.3.0 
[5]に従い、既存のシステマティックレビューを基盤として、同⼀の検索概念
及び検索語の枠組みを踏襲しつつ、新たに追加検索を⾏い、システマティッ
クレビューを実施した。 
 2018年の Dumoulin, et al.によるコクランレビュー[6]では、PFMTが⼥性
の尿失禁（SUI、UUI、MUI）に対して明らかに有効であることが⽰されてお
り、症状消失、症状改善、QOL向上のいずれにおいても良好な効果が報告さ
れている。⼀⽅で、2018年以降も複数の新規ランダム化⽐較試験（randomized 
controlled trials：RCT）が発表されているものの、既存のコクランレビュー
は更新されていない。そのため、最新のガイドラインを作成するにあたって
は、2018年以降に発表された追加⽂献を体系的に検索し、最新のエビデンス
の再構築を試みた。 
 今回実施したシステマティックレビューの⽂献検索の結果、症状改善
（improvement）の定義が論⽂間で⼤きく異なることが確認された。このよう
な異質性は結果の統合や解釈に影響を及ぼす可能性があるため、本ガイドラ
インでは 2018年のDumoulin, et al.によるコクランレビュー[6]の⽅法論に準
拠し、症状消失（cure）と症状改善（improvement）を明確に区別する⽅針と
し、その上で、症状改善アウトカムについては「症状改善⽅向が⼀致するも
のを統合する」⼿法（症状改善の定義や評価尺度が異なっていても、「良くな
った／悪くなった」という⽅向性が同じアウトカム同⼠をまとめて評価）を
採⽤した。 
 なお、産後尿失禁については、⾃然経過や病態が他の尿失禁と⼤きく異な
ることから、本ガイドラインのシステマティックレビューの対象から除外し
た。 
 
 

n エビデンス評価 
 「PFMT vs 無治療または⽣活指導」という⽐較にて、⽂献検索データベー
スや他のリソースを⽤いて検索した。検索戦略はコクランレビューを参考と
した。原検索は OvidSP を⽤いて構築されているが、本レビューでは当該プ
ラットフォームを利⽤できないため、その概念構造を保持したまま、PubMed
及び医学中央雑誌Webに適合する検索式へ変換して⽤いた。研究デザインは、
RCTや準ランダム化⽐較試験（quasi-randomized controlled trial: quasi-RCT）
を対象とした。⽂献検索データベースは、PubMed、コクランレビュー、医学
中央雑誌オンライン版（医中誌Web）を使⽤した。⽂献検索の結果は、PubMed
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が 3,284件、コクランレビューが 1,407件、医中誌Webが 398 件、他のリソ
ースが 56件であった。合計 5,145件の論⽂を対象とし、1次スクリーニング
により、5,056件を除外した。2次スクリーニングの対象となった 89 件から、
50件を除外基準に従って削除し、2次スクリーニング採択論⽂ 39 件について
質的検討を⾏った。この 39 件のうち、2018年の Dumoulin, et al.によるコク
ランレビュー[6]に既に含まれていた論⽂を除外し、同レビュー以降に発表さ
れた新規論⽂ 17件（RCT：17件、quasi-RCT：0件）を抽出した。これら 17
件を詳細評価し、新たに 1 件の RCT[7]を、コクランレビューの既存エビデ
ンスに追加する形で採択した。 
 主要アウトカムは、症状消失あるいは症状消失+症状改善とし、⼆値データ
（何⼈中何⼈に症状改善が認められたか）を抽出できる論⽂を対象とした。
症状消失または症状改善を評価する直接的なアウトカムの評価では、パッド
テストや、「尿失禁がない」という⾯接での回答や排尿⽇誌の記録（尿失禁エ
ピソードなし）が⽤いられていると考えられる。 
 2018年の Dumoulin, et al.によるコクランレビュー[6]では、尺度に関わら
ず、試験実施者が治療後に症状消失または症状改善と定義した⼥性の数を述
べた論⽂が最終的な解析に含まれた。 

 
主要アウトカム（症状消失または症状消失+症状改善）に関する 
エビデンス総体： 
 2018年の Dumoulin, et al.によるコクランレビュー[6]では、PFMTは⼥性
の尿失禁に対し症状消失または症状消失＋症状改善を有意に増加させるとい
う結論が⽰されていた。エビデンスの質は概ね中等度であり、結果には⼀定
の信頼性がある。PFMTは尿失禁の症状消失に有効で、SUI では症状消失を
報告する割合が PFMT群で対照群の約 8倍、すべてのタイプの尿失禁でも約
5倍⾼かった。症状消失または症状改善についても、SUI では約 6倍、すべて
のタイプの尿失禁では約 2倍、PFMT群で⾼い割合が⽰された。また、PFMT
群では、SUI及びすべてのタイプの尿失禁を有する⼥性において、24時間あ
たりの尿失禁エピソード数が 1回少なく、UUI のみを有する⼥性においても
減少が⽰唆された。さらに、SUI及びすべてのタイプの尿失禁では、尿失禁症
状及び QOL の改善が認められ、PFMT 群の治療満⾜度は⾼かったが、対照
群では追加治療を求める傾向が強かった。 
 追加検索後の再評価では、新規論⽂1件[7]のみが質的検討の対象となった。
現状から、既存の結論を上書きするだけのデータ量には到達しておらず、主要
アウトカムの結論は 2018年のDumoulin, et al.によるコクランレビュー[6]の
内容を維持するものと判断した。 
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追加論⽂： 
 2019年の Okayama et al.の論⽂[7]では、対象は 30〜59歳の⽇本の経産婦
で、週 1回以上の SUI またはMUI 症状を有する 89 名を対象とし、メインア
ウトカムは 12週間後の「症状改善率」であり、排尿⽇誌に基づき、週あたり
の失禁回数がベースラインから 50%以上減少した状態を「症状改善」、0回に
なった状態を「症状消失」と定義した。結果、PFMT群の症状改善率は 74.2%
であり、無治療の対照群（25.0%）と⽐較して有意に⾼かった（P<0.001）。症
状消失率についても、PFMT群（54.8%）は対照群（17.9%）を有意に上回っ
た。補正下着群においても症状改善は 73.3%、症状消失率は 50.0%であり、
いずれも対照群より有意に⾼値を⽰した。 
 以下に、2次スクリーニング採⽤となったが、最終的な解析の対象外となっ
た論⽂、及び 2018年の Dumoulin, et al.によるコクランレビュー[6]に含まれ
た論⽂を、研究で使⽤された評価項⽬ごとにまとめた。 
 
International Consultation on Incontinence Questionnaire-short form
（ICIQ-SF） [8‒16]： 
 2018年の Dumoulin, et al.によるコクランレビュー[6]では、ICIQ-SFは「⼼
理測定学的に強固な（psychometrically robust）」ツールとして位置づけられ、
PFMT による症状改善を裏付ける重要なエビデンスとして活⽤されていたと
報告された。ICIQ-SF は連続変数として扱われ、治療によってどの程度の症
状改善が認められ、⽣活への⽀障が軽減されたかを評価するための主要アウ
トカムとして採⽤されていると考えられる。2018 年の Dumoulin, et al.によ
るコクランレビュー[6]以降の多くの新規論⽂では、ICIQ-SF（連続変数）に
よる評価が⽤いられた。尿失禁タイプは論⽂間で統⼀されておらず（例：SUI、
UUI、MUI などが混在）、また連続変数であることから、主要アウトカムを横
断的にメタアナリシスすることは困難であった。 
 補⾜として、2022 年のMcLean, et al.の論⽂[8]では ICIQ-SF-FLUTS、2007
年の Kim, et al.の論⽂[13]では修正された ICIQ が⽤いられた。 
 
パッドテストと排尿⽇誌、尿失禁エピソード [17‒26]： 
 パッドテストは、⾃覚症状の変化と⼀致しない結果を⽰す可能性があり、
症状改善を認める患者であってもパッドテストが陽性となる場合、またはそ
の逆の場合も存在する。そのため、症状改善指標とパッドテスト結果を統合
して解析した場合、両者の乖離に起因する異質性の増⼤が懸念される。同様
に、パッドテストや排尿⽇誌は、連続変数である。2018年の Dumoulin, et al.
によるコクランレビュー[6]においても、症状消失とパッドテストは、分けて
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解析されている。以上の理由から、メタアナリシスなどの解析に含めること
は適切ではないと判断した。 
 
その他のアウトカム [7‒9,16,26‒44]： 
 その他のアウトカムには、キング健康質問票（Kingʼs health questionnaire：
KHQ）、⼥性性的機能指数(female sexual function index：FSFI）及びパートナ
ーの性的満⾜度(visual analogue scale：VAS）、⾻盤底の解剖学的・機能的特性
（膀胱頸部の可動性、肛⾨挙筋の筋厚）、⾝体機能（最⼤歩⾏速度、股関節内
転筋⼒など）、尿道の形態（括約筋の断⾯積）及び可動性（膀胱頸部の移動）、
⾻盤底筋群の収縮度（タイプ I及び II線維の活動）、modified Oxford grading 
system、超⾳波画像装置を⽤いた測定による腹横筋の筋厚、⾎液中のイリシ
ン（Irisin）濃度などが含まれた。当該論⽂では、尿失禁エピソードの回数や
失禁量といった直接的指標よりも、QOL への影響、⾻盤底筋群の形態学的・
⽣理学的変化、または⾝体機能パフォーマンスの向上が主要アウトカムとし
て設定されていた。このため、尿失禁の症状消失または症状消失+症状改善を
統合したアウトカムの判定が不可能であり、メタアナリシスなどの解析に含
めることは適切ではないと判断した。 
 
対象の重症度と併存疾患： 
 本ガイドラインで抽出された研究における対象者の尿失禁の重症度は、軽
症・中等症・重症のすべてを含んでいた。なかでも中等症が最も多く、次いで
軽症、重症の順であった。 
 併存疾患については、多くの研究にて、脳⾎管障害や脊髄損傷などの神経
疾患を有する対象者は除外基準とされており、⾮神経因性尿失禁の対象者が
組み⼊れられていた。⼀⽅で、⾼⾎圧、糖尿病、脂質異常症などの併存疾患は
医学的背景として記録されているものの、神経因性尿失禁とは区別して取り
扱われていた論⽂もある。以上より、脳⾎管障害、脊髄損傷、パーキンソン病
などの神経疾患は、解析を複雑化させる要因として多くの研究で除外されて
いることに留意が必要である。 
 
総合判断： 
 主要アウトカムの症状消失または症状消失+症状改善に関して追加された
RCTは 1件[7]のみであり、既存の結論を変更するものではなかった。 
 PFMTの有効性に関するエビデンス総体は、2018年の Dumoulin, et al.に
よるコクランレビュー[6]で⽰された結論を基本的に⽀持しており、本ガイド
ラインにおいてもその結論が維持されると判断される。 
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 本ガイドラインの強みは、ランダム化⽐較試験を対象とした点にある。⼀
⽅で、介⼊内容及び評価指標に異質性が認められ、さらにアウトカムの多く
が⾃⼰報告に基づいていたことは限界点である。PFMT は⼥性尿失禁に対す
る第⼀選択介⼊として推奨されるが、介⼊内容及び実施⽅法の異質性が⼤き
く、最適な運動強度や頻度については⼀定の結論が得られていない。また、
軽症から中等症の症例を対象とした研究が多く、⾼度⾻盤臓器脱や神経因性
尿失禁への適⽤可能性には不確実性が残る。さらに、⻑期的な効果維持及び
遵守率に関するエビデンスは限定的である。 
 
エビデンスの強さの判定について： 
B（中等度） 
 
 判定理由は、下記の通りである。 
本 CQ に関する主要アウトカム（症状消失または症状消失＋症状改善）につ
いて、対象論⽂はいずれも RCT／quasi-RCT であった。各論⽂において、
PFMT 群で症状改善傾向が概ね⼀貫して認められ、安全性も⾼く、重⼤なバ
イアスリスクや結果の不整合は認められなかった。⼀⽅で、update SRにより
追加された新規論⽂数は限られ、またアウトカム間で効果量に若⼲のばらつ
きがあった。本システマティックレビューにて参考にした、2018 年の
Dumoulin, et al.によるコクランレビュー[6]では、アウトカムの定義により推
定される治療効果の⼤きさに違いが⾒られた。「症状の消失（cure）」のみを対
象とした解析では、「症状の消失または改善（improved）」を含めた解析より
も⾼い効果量が⽰された。これは、「改善」の定義が研究間で多様であり（例：
75%以上の改善や主観的困りごとの軽減など）、参加者の主観的判断に依存し
ていることが、結果のばらつき（異質性）を⽣む要因の⼀つと考えられた。 
 エビデンス評価の結果より、アウトカムの重要性は 8〜9点であった。アウ
トカムの重要性は、GRADEアプローチに基づき、1〜9点で評価され、臨床
意思決定に極めて重要とされる。7〜9点は「重⼤（critical）」と位置づけられ
る。エビデンス総体より、SUI 症状消失の重要性 9点、SUI、UUI、MUI 症
状消失の重要性 9点、SUI 症状消失または症状改善の重要性 9点、SUI、UUI、
MUI 症状消失または症状改善の重要性 8点と⽰された。これらを総合すると、
いずれも 8点以上と評価され、複数の研究で⼀貫した症状改善効果が⽰され、
安全性も⾼いと評価した。 
 効果指標統合値は、エビデンス総体より、SUI 症状消失の効果統合値が 9.31、
SUI、UUI、MUI 症状消失の効果統合値が 6.09、SUI 症状消失または症状改
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善の効果統合値が 5.73、SUI、UUI、MUI 症状消失または症状改善の効果統
合値が 2.35 であり、効果が⼤きいと評価した。 
 以上の理由により、本 CQ に関する PFMTのエビデンスの強さは「B（中
等度）」と判定した。 
 

 
n 益と害のバランス 

 PFMT は、無治療または標準的保存療法と⽐較して、⼥性の尿失禁の症状
消失または症状改善を有意に⾼めることが⽰されている。また、PFMT は複
数の論⽂で⼀貫した症状改善効果が⽰され、安全性も⾼い。上記の通り、ア
ウトカムの重要性が 8〜9点と⾼く、全体の効果指標統合値は 2.35-9.31 であ
り、効果が⼤きいと判断した。⼀⽅、重篤な有害事象を報告している論⽂はな
く、望ましくない影響は⼩さいと考えられる。したがって、望ましい効果（益）
が望ましくない効果（害）を上回ると考える。 
 限界点として、本ガイドラインでは産後の尿失禁を対象外としている点が
挙げられる。また、採⽤した主要アウトカムは症状消失または症状改善とい
った⼆値アウトカムであるため、今後は連続変数による指標を⽤いた評価が
望まれる。 
 

 
n 患者の価値観・希望 

 ⼥性の尿失禁は⽇常⽣活、社会活動及び⼼理⾯に⼤きな負担を与える。ま
た、PFMT は侵襲性が低く、薬物療法や⼿術と⽐較して⾝体的負担や副作⽤
が少ないため、多くの⼥性に受容されやすい介⼊である。さらに、⾃宅で継
続可能な運動であることから、⾃⼰管理を重視する価値観とも整合する。尿
失禁を有する⼥性において、PFMT に期待される主な効果は尿失禁症状の改
善である。このため、尿失禁症状の改善は重要なアウトカムであり、その重
要性に対する価値観のばらつきは⽐較的⼩さいと考えられる。 
 ⼀⽅で、継続的な実施には時間的・⾏動的負担が伴うため、実施や継続の
可否には動機づけや適切な指導・⽀援体制の有無が⼤きく影響する可能性が
ある。 
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n Future Research 
 本ガイドラインでは介⼊の質（理学療法⼠をはじめとする専⾨家によって
実施されているか、など）については検討していないため、実施にあたっては
今後の検討が必要である。 
 尿失禁のタイプ別、対象者の年齢別に PFMTの効果を解析すること、また
介⼊⽅法（実施者、実施場所など）の違いによる PFMT効果の差を解析する
ことが必要である。 
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n ⼀般向けサマリー 
Q：成⼈⼥性の尿失禁（尿もれ）に対して、⾻盤底筋トレーニングは勧めら
れますか？ 
A：はい。成⼈⼥性の尿失禁に対して、⾻盤底筋トレーニングは最初に検討
される治療として勧められます。⾻盤底筋トレーニングは⾻盤の底にある膀
胱や尿道を⽀える筋⾁である⾻盤底筋群を鍛える運動です。⾻盤底筋トレー
ニングを⾏うことで、⾏わなかった場合と⽐べて、尿もれの症状が改善しや
すいことが報告されています。この筋⾁がしっかり働くようになると、尿道
を閉じる⼒が⾼まり、さらに⾻盤底の筋⾁を必要に応じてリラックスさせる
こともできるようになります。その結果、尿もれが起こりにくくなります。
⾻盤底の筋⾁を正しい⽅法で収縮させる運動を継続することで、尿もれが改
善したり、⽇常⽣活での困りごと（⽣活の質）が良くなることが多くありま
す。この運動による⼤きな副作⽤は報告されておらず、体への負担が⽐較的
少ない⽅法です。 

 
 
n 推奨作成の過程 
パネル会議開催について 
 2026 年 1 ⽉ 15 ⽇にWeb会議システム（Zoom: Zoom Communications, 
Inc.）にてパネル会議を実施した。参加者はガイドライン作成グループの理
学療法⼠ 3名であった。パネル会議では、まず、推奨草案の作成にあたって、
パネルディスカッションにて⼗分な議論を⾏い、合意形成を⾏った。その結
果、CQ の推奨は、『成⼈⼥性の尿失禁に対して、PFMT を⾏うことを条件
つきで推奨する』に決定した。 
 
推奨草案策定 
１）益と害のバランス 
 PFMTは、無治療または標準的保存療法と⽐較して、⼥性の尿失禁の症状
消失または症状改善を有意に⾼めることが⽰されている。⼀⽅、重篤な有害
事象は認められていない。 
 以上より、PFMTは⾼い治療効果が期待できる⼀⽅で、有害事象のリスク
は極めて低く、益が害を⼤きく上回る介⼊であると評価できる。このため、
⼥性尿失禁に対する第⼀選択の保存的治療として推奨することは妥当であ
る。 
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２）価値観 
 ⼥性の尿失禁は⽇常⽣活、社会活動及び⼼理⾯に⼤きな負担を与えるため、
症状消失または症状改善は当事者にとって⾼い価値を持つアウトカムであ
る。PFMTは侵襲性が低く、薬物療法や⼿術と⽐較して⾝体的負担や副作⽤
が少ない治療法であることから、多くの⼥性に受容されやすい介⼊と考えら
れる。また、⾃宅で継続可能な運動である点は、⾃⼰管理を重視する価値観
とも整合する。⼀⽅で、継続的な実施には時間的・⾏動的負担を伴うため、
動機づけや指導⽀援体制の有無が実施・継続に影響する可能性がある。 
 
３）エビデンスの確実性（certainty of evidence） 
 アウトカム重要性評価は 8以上であり、複数の論⽂で⼀貫した症状改善効
果が⽰され、安全性も⾼いことから、エビデンスの強さは中等度とした。 
PFMT は無治療と⽐較して、SUI ⼥性における症状消失または症状改善

に対して中等度以上のエビデンスが⽰されている。⼀⽅、MUI及び UUI 単
独に関する論⽂数は限定的であり、これらのサブグループに対するエビデン
スの確実性は相対的に低い。総合的に、PFMTの有効性に関するエビデンス
の確実性は中等度と評価できる。 
 
 

n 明⽇への提⾔ 
 本ガイドラインにより、⼥性尿失禁に対する PFMT の有効性と臨床的有
⽤性及び安全性が、最新のエビデンスに基づき体系的に整理された。⼀⽅で、
尿失禁のタイプ別及び年齢別の効果差、ならびに介⼊⽅法や専⾨職による関
与の程度と治療成績との関連については、⼗分な検証には⾄っていない。 
 今後は、臨床実践と研究を相互に循環させながら、理学療法の介⼊内容や
提供体制に関するエビデンスのさらなる蓄積が求められる。その成果を反映
した継続的なガイドラインの改訂を通じて、より個別性が⾼く、実臨床に即
した理学療法の確⽴につながることを期待する。 
 本ガイドラインが、将来の研究課題の明確化と質の⾼い臨床研究の推進に
寄与し、⼥性尿失禁に対する理学療法の発展に資する指針となることが期待
される。 
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n ワーキンググループメンバー⼀覧（2026 年 2 ⽉ 6 ⽇時点） 
 
ガイドライン統括委員会 
⼤内 みふか 北海道⼤学⼤学院医学研究院腎泌尿器外科学教室 
櫻井 好美 湘南医療⼤学 
平元 奈津⼦ 広島国際⼤学（委員⻑）  
 
ガイドライン作成事務局 
⼩⻄ 玲依 広島国際⼤学 
 
ガイドライン作成グループ 
⼩野 玲 国⽴⻑寿医療研究センター 
牧原 由紀⼦ 国際医療福祉⼤学 
間所 祥⼦ ⾦沢⼤学 
 
システマティックレビューチーム 
⻘⽊ 芳隆 名古屋市⽴⼤学医学部附属みらい光⽣病院 
松⽥ 陽⼦ 浜脇整形外科リハビリセンター 
 
外部評価委員会 
今⻄ ⾥佳 新潟医療福祉⼤学 作業療法⼠ 
鈴⽊ 基⽂ 三島総合病院  医師 
⾕⼝ 珠実 ⼭梨⼤学⼤学院 看護師 
藤原 敦⼦ 京都府⽴医科⼤学 医師 
 
ガイドライン作成協⼒員（システマティックレビュー）※五⼗⾳順 
井上 倫恵 ⽇本福祉⼤学  
井本 美咲 医療法⼈社団慶仁会川﨑病院  
⼤⻄ ⽣純 東京都⽴⼤学⼤学院 博⼠前期課程  
神﨑 良⼦ 九州栄養福祉⼤学  
⼩管 倖⼦ 医療法⼈きずな会さめじまボンディングクリニック  
⼩⻄ 玲依 広島国際⼤学  
迫⽥ 彩夏 公益財団法⼈慈愛会今村総合病院  
澤⽥ くるみ 株式会社ソニーコンピュータサイエンス  
猿⽥ 奈央 MTXスポーツ・関節クリニック  
⾼野 巴⾹ 志⽥整形外科リウマチ科  
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多⽥ 菊代 北海道医療⼤学  
知脇 希 帝京平成⼤学  
徳弘 郁絵 認定 NPO 法⼈みらい予想図  
中尾 珠⾥ 島根⼤学医学部附属病院  
中野 聡⼦ 常葉⼤学  
半⽥ 瞳 株式会社 TRIGGER  
宮前 菜津⼦ 新座志⽊中央総合病院  
森 明⼦ 兵庫医科⼤学  
横井 悠加 城⻄国際⼤学⼤学院  
 
※⽒名は五⼗⾳順で記載しています。 
※職種については、外部評価委員のみ所属の後に記載しています。なお、それ
以外のワーキンググループメンバーはすべて本学会に所属している者です。 

 


